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震災直後対策　20802 keywords 合意形成　分散避難　情報伝達　情報誌

 ■ 分散避難のもとでの住民への情報伝達

東日本大震災では同一集落が同じ仮設住宅団地に纏まることはできず，分散避難と

なった．被災住民は情報不足による不安が意思決定を困難化するため，多様な機会を

捕まえて情報の伝達・交換を組織的に行う．簡単な「情報誌」は情報の錯綜を防ぎ，

確実に伝えるため農家の安心・信頼に繋がり，ひいては効率的な合意形成につながる．

１．不安感が大きい避難者

情報量の減少：　避難住民は，近所付き合いは困難化して情報量は減少するため，孤立感

を強めがちである．また，分散避難で他集落住民が同じ仮設住宅にいる場合，相互の比較

による不公平感なども生じやすい．

身近な情報が必要：　生活・生産再建を考えるための「身近な情報」はテレビ・新聞では

満たされず，被災者たちは不安・不満を抱えている．仮設住宅の避難住民は集落に関わる

具体的で詳細な情報を求めた．

２．情報誌等による伝達

情報誌：　宮城県等の NN 部局の出先機関では，定期（1 ～ 2 回 / 月）の情報誌「○○通信」

を各戸に配布した．これは被災農家からの求めに応じたもので，形式は A4 サイズ一枚の簡

単なものとした．各地区の復旧に進捗情報のほか，復旧事業に係る説明会の情報や地域の

トピックなどで構成し，図・表や写真を多用して読みやすいものとした．

情報誌の効果：　被災者は情報誌を通して地元集落における NN 部局の復旧対応情報を共有

できた．情報誌を直接に文書で伝達するため，情報の錯綜を防止する利点が県・住民双方

にあった．配布後，地元説明会等で住民が前向きになり，話合いがスムーズに行えるよう

になった．

災害ＦＭ：　大規模災害時には災害 FM が住民の大きな情報源となった．東日本大震災でも，

行動が制約された老人は災害ＦＭから情報を得ていたという話を聞いた．NN 部局の復旧業

務についても，災害 FM による定時情報などを活用すれば情報は広く伝わるだろう．

３．地区代表を通じた伝達

住民代表を窓口：　避難場所（仮設住宅）毎の集落窓口となる地区代表を選定し，連携を

はかる．代表選定では，特定個人に役割が集中しないよう配慮する．

面談が原則：　携帯電話による連絡も有効だが，面談が原則である．分散した避難先には

定期訪問をして情報収集・伝達を行う．訪問時間・場所が決まっていれば，地区代表以外

の人が直接面談したい場合の便宜となる．

４．「名簿」作成による情報伝達網の整備

分散避難の場合，情報を伝達する連絡体制の整備が必要である．避難場所ごとの名簿を

早期に作成し，地区代表を連絡窓口とする．個別避難者については，避難者と調整して集

会の参集グループを決めておけば，適宜参加ができるため，孤立感の緩和に繋がる．

東日本大震災 作成：2015.05 執筆：有田・福与・中島
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震災直後対策　21003 keywords ＧＩＳ　水土里情報　土地連　農政局

 ■ 水土里情報活用における農政局の仲介

大規模災害時における GIS 活用が急速に進むとともに，大縮尺地図がない地区での

代用として，水土里情報の提供要請が NN 部局のほか多方面からあった．水土里情報は

県・土地連が管理しているが，東日本大震災の発災直後の繁忙期には混雑や判断でき

ない事項が生じたため，統一的窓口として農政局が当たり，関係機関との調整や事務

処理を行った．

１．水土里情報システムの利用希望が殺到

多様な部局の利用要請：　東日本大震災では，県庁・県出先機関・東北農政局が広範囲の

被害情報を把握するため，水土里情報システム（GIS）の提供を要請した．宮城県での要請

は早く，発災 3 日後の 2011 年 3 月 14 日には情報提供依頼が NN 事業関連機関・部課からあっ

たほか，ガレキ処理や衛生・土木・河川・林野・海岸の分野からも要請があった．

土地連の能力は限界：　水土里情報は土地連が管理しており，使用に関する事務処理を行

う．しかし，土地連は発災直後対応に忙殺されたほか，NN 事業関連の部・課から多数の要

請があったために混雑現象が起き，能力の限界を超えた．また，水土里情報が予定しない

環境・土木・河川・林野等の部局への対応面の判断を土地連はできなかった．

２．農政局の調整と県・情報提供窓口の一本化

農政局による調整：　土地連の負担軽減のため，宮城県は東北農政局整備部長に水土里情

報の情報提供・伝達等事務の一本化を申し入れた結果，地域整備課が担当窓口となって，

関係機関との調整や事務処理を行った．

県・窓口の一本化：　また，県庁内でも農村振興課を窓口としてガレキ処理や衛生・土

木・河川・林野・海岸等多様な部門への情報提供事務を統一した．これによって，水土里

情報は多様な現場で活用され，土地連の負担は大幅に減少した．

３．多様な媒体による水土里情報の活用

水土里情報が東日本大震災後にオルソ画像としての利用以外に印刷物（紙媒体）や PDF

ファイルとして提供・活用された．

タブレットによる紙媒体地図の代用：　発災直後に大縮尺の地図が無い地区では，代用と

して紙媒体の需要が多かった．しかし，プロッタの大型用紙や A3 判用紙の備蓄が乏しかっ

たこともあって，時間経過とともに徐々に PDF による地図需要が増えた．タブレットの活

用が増えると PDF の有効性は高まる．

自治体間クラウド等による多量の情報交換：　東日本大震災の発災直後はクラウド等の環

境も無く，インターネットで配信・共有できる情報量は制限されたが，今後はこれらの活

用によって利用の自由度は高まるだろう．自治体間クラウドを活用すれば，庁舎が被災し

てホストコンピューターが使用できなくても，クラウドに接続することによって保全され

たデータ，処理ソフトウェアが活用できる．

東日本大震災 作成：2015.08 執筆：有田・内川・郷古
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震災直後対策　22503 keywords 農家組織　復興組合　経営再開支援事業　支援金

 ■ 復興組合による微細瓦礫除去は農家の営農意欲をつなぎとめた

発災直後の「復興組合」を通じた微細瓦礫除去は，営農ができない被災農家の収

入源となったほか，共同作業による日々の交流がコミュニティの維持・回復の助けと

なった．また，被災農地に係わることで営農回復への意欲をつなぎとめる役割も果た

した．

１．被災農家経営再開支援事業

東日本大震災の災害復旧対策として，当面の作付けができない農地等の経営再開にむけ

て，ゴミ・微細瓦礫の除去，農地・水路の補修，土づくり等を共同で行う農業者に，経営

再開の「支援金」を交付した．

宮城県では，「微細瓦礫の除去」以外に「農地の除草」にも当該予算を活用して 3 年ほど

実施した．除草は営農再会予定のある農地に限定し，再開予定のないものは除外した

２．事業の実施方法

窓口官庁：　平成 23（2011）年度は農林水産省が窓口であったが，平成 24 年度以降は，復

興庁で一括計上し，農林水産省が執行した．

事業実施主体：　市町村（又は県）とし，ここから集落に実績に応じて支援金を交付した．

支援単価：　支援の単価は，復旧作業の労働費相当額として設定された．地目によって異

なり，福島県では水田では 3.5 万円 /10a，畑では水田の 1/2 程度を交付の上限とした．水

田に対する 3.5 万円 /10a は，主食用米の家族労働費にほぼ一致する水準であった．

３．復興組合への支援金支払いの実施手順

手�順①　集落等を単位とする地域の農業者（販売農家，農業法人，集落営農等）は「〇〇

地域農業復興組合（以下，復興組合）」を組織する．

手順②　復興組合は「経営再開支援活動計画」作成し，これに基づいて作業を実施する．

手順③　国は市町村等を通じて復旧作業面積に応じて復興組合に支援金を交付する．

手順④　復興組合は市町村から支援金を得て，作業の対価として農業者等に支払いをする．

４．福島県における支払いの事例

福島県では，3ha の農地の微細瓦礫であれば，10 ～ 20 人位のグループが 3 ～ 4 日のペー

スで除去した．日当を 8,000 円 / 日・人とした地区では，総額は 64 万円で補助上限（3.5

万円 /10a × 300a ＝ 105 万円）以内に収まった．

５．実績

平成 23 ～ 26（2011 ～ 2014）年度までに青森・岩手・宮城県・福島県（避難区域等を除

く）の被災農地のうち約 212,000ha，27 年度も 8 市町 700ha で実施された．

参考資料　農林水産省・被災農家経営再開支援事業の概要 
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/hisai_sien/pdf/pr.pdf

東日本大震災 作成：2016.06 執筆：有田・落合・千葉
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震災復旧対策　31106 keywords 微細瓦礫除去　自走式石礫選別機　瓦礫除去プラント

 ■ 作土に混入した微細瓦礫の除去

処理面積が広く，単位面積当たりの混入量が少ない場合は自走式石礫選別機などを

用いて微細瓦礫を除去した．処理面積が小さく，面積当たり混入量が多い場合は，人

力，またはプラントに土を搬入して除去した．機械力，人力とも微細瓦礫を完全に除

去するのは困難であるため，除去しきれない残存微細瓦礫が営農再開後にも出現する．

１．作土中に混入する微細瓦礫は営農の支障となる

津波災害時の集落周辺の農地には大量の瓦礫が堆積する．農地復旧工事前の重機による

捜索活動や瓦礫の撤去作業により，ガラスや食器の破片などの微細瓦礫が作土中に大量に

混入する．これらの微細瓦礫は農地復旧工事で対応することになった．

２．微細瓦礫量の推定と除去法

宮城県では，1ha あたり 1 箇所，縦横 2m，深さ 30cm の試掘調査により，地区全体の微細

瓦礫量を推定し，処理費用を算出した．

瓦礫除去作業においては，処理面積が大きく，単位面積当たりの混入量が比較的少ない

場合は自走式石礫選別機などを用いて除去した（写真 1）．また，処理面積が小さく，単位

面積当たりの混入量が多い場合は，プラントを設け微細瓦礫を含んだ土を搬入して除去し

た（写真 2・写真 3）．粘性土は微細瓦礫と密着するため，処理に時間がかかった．

福島県では瓦礫量に応じ，自走式選別機，もしくは耕起破砕後に人力で除去した．

３．営農再開後の対応

機械力・人力による方法のいずれによっても微細瓦礫を完全に取り除くことは困難であ

る．営農再開後に除去しきれず残された微細瓦礫が出現することがあるため，農家に引き

渡すときはその旨を伝えておく．福島県では，一作後に残存瓦礫（特に衣類，ビニールな

ど）が多い箇所では，計画変更を申請して追加施工を実施した．

写真1　自走式石礫選別機とバックホウによる瓦礫除去作業

写真2　搬入される津波堆積土 写真3　瓦礫除去プラント

東日本大震災 作成：2017.03 執筆：千葉・友正
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発災前対策　40101 keywords 心得　津波てんでんこ　迅速な避難　自主避難

 ■ 沿岸部で大規模地震に遭遇したら「津波てんでんこ」

沿岸部で大規模地震があれば，先ず津波災害を疑い，緊急避難による危険回避を原

則とする．津波経験の乏しい地区では，被害の悲惨さを知らないため，避難が遅れて

生命の危険を招く可能性が高い．現場監督は津波の可能性があれば迷わず避難を指示

するとともに，指示が無くても個人の自主的避難を認める原則を確立し，周知する．

１．津波の可能性があれば先ず逃げる　＝津波てんでんこ＝

「津波てんでんこ」とは「津波が来たら，親も子も構わず，てんでに（各々別々に）逃げろ」

という三陸地方に伝えられる防災格言である．大規模地震発生時に海岸部にいるなら，津波の

到来を先ず疑い，安全を最優先して「てんでに」現場を放棄するのである．

現場監督がマニュア規定に従って現場の保全のため仕事の継続を指示しても，人命を最優先

とし，作業を中断して避難する．先ず身の安全を第一とすべきなのであり，訓点時にもこれを周

知しておく．

２．マニュアルに縛られて九死に一生の危機に遭遇

通常の災害では安全管理マニュアル等に従って対応するが，津波等の生命の危険を伴う震災

は別の判断が必要となる．現場の整理・保全は津波の可能性がないと判断された時点で行えば

良く，マニュアルどおりに仕事を続けると命を危険にさらすことになる．

東日本大震災の発災時に海岸堤防の補強工事をしていた宮城県担当者は，工事の特記仕様書

に従って工事中の堤防開口部の締め切り作業を行い，浸水を防止しようとした．仕様書は大型土

嚢を3段積むことを指示していたため，ラジオの津波情報に不安を感じながらも作業を続けた．

土嚢を2段積んだ段階で津波襲来を沖合に確認し，慌てて避難を開始したが，道路は地震で

破壊されており途中で車が使えなくなった．やむなく車を捨て，幸い工事中の3階建て排水機

場建屋に作業員・付近住民を誘導して逃げ込み，全員が危うく難を逃れた．近傍の階層の低い

施設に避難した住民は犠牲になり，生死を分ける経験となった．

マニュアルや特記仕様書は決して完全なものではなく，それに依存しすぎることは危険であ

る．人命を最優先とすることを関係者が共有し，想定された災害と異なる場合には臨機応変な

危機回避対策が求められるのである．

３．迂回をしても安全経路を選択

発災時に沿岸部の現場にいた宮城県の職員は，早く仙台の県庁に帰ろうとして最も近道の沿

岸部沿いの路線を車で走った．そのままであれば，大きな人的被害が出た地区を走っていたは

ずだが，ある交差点で同じ職場の職員が内陸部に向かっているのに偶然遭遇し，危険に気が付

き，我に返ってコースを変更した．

東日本大震災の発災直後には，ラジオの音声も捉えることができず外部の情報は途絶したた

め，冷静な判断力が一層強く求められた．迅速な対応も必要だが，先ず身の安全の確保を一度

立ち止まって考えるなら，適切な選択ができるだろう．

参考文献� 山下文男（2005）：津波の恐怖 - 三陸津波伝承録 -，東北大学出版会

東日本大震災 作成：2015.04 執筆：有田・橋本・田村



330

発
災
前
対
策

409　

他
自
治
体
と
の
協
定
・
交
流

発災前対策　40901 keywords 支援協定　自治体間交流

 ■ 協定に基づく自治体相互の災害時支援体制の構築

協定締結の有無によって災害時の緊急対応に大きな差が出る．協定に基づく自治体

の相互支援関係の構築は，直接的な物的・人的支援に止まらず，避難先の提供やまち

づくり計画への支援など多岐にわたる効果が期待される．相互支援による効果は，周

辺自治体と遠隔自治体とでは異なるため，相互の利点を踏まえた戦略を構築する．

１．自治体間の協定による相互支援

東日本大震災では，協定締結の有無によって自治体の緊急対応に大きな差が出たとい

われている．協定に基づく自治体の相互支援関係の構築は，直接的な物的・人的支援に

止まらず，避難先の提供やまちづくり計画への支援，平時における自治体クラウド（参照

C4052）による共同の情報保守体制の整備など多岐にわたる効果が期待される．

相互支援による効果は，近傍自治体と遠隔自治体とでは異なるため，相互の利点を踏ま

えた戦略を構築する．

２．周辺自治体との支援協定の利点

大規模地震であっても，甚大な被災地区は比較的狭い範囲に止まる．東日本大震災の津

波被害は沿岸部に集中した．阪神淡路大震災，新潟県中越大震災でも同様であった．民生

対応に忙殺される発災直後の段階では，比較的距離の近い周辺自治体の人的・物的支援は

即応性が高い．とりわけ，初期には宿泊施設の確保が人員補充の障害となるが，近距離の

自治体では日帰り支援が期待できる．

山形市と宮城県加美町の協定では，山形市は食料・飲料水・生活必需品・資器材を提供

したほか，職員派遣，避難者受入れ等を含む総合的支援が実現した．さほど距離的に離れ

ず，同時災害を受けない程度の距離・位置にある自治体間協定の利点が確認できる．

３．遠隔自治体との支援協定の利点

遠隔自治体は当該災害では被害がないため，距離条件を除けば支援が可能な状態にある．

NN 分野の復旧支援は，遠隔地の場合には農政局の連絡・調整等を経由するため，発災直後

の支援は期待できないが，自治体相互に人員派遣協定があれば即応性は高まる．また，NN

分野ではプロパーの需要が急激に高まるが，協定があれば早期に調整が可能となる．

４．自治体間の円滑な協定持続は日常の交流が基礎

新潟県中越大震災では，世田谷区と自治体間交流をしていた小千谷市には，発災翌日に

物資が直接陸路を辿って届けられた．小千谷市は世田谷区の支援を喜び，災害復旧事業の

進行中にも交流を深めた．地域間交流による支援継続は，人間的な結びつきが基礎となる．

東日本大震災における岩手・宮城・福島の被災 3 県の担当者は，支援職員を派遣してく

れた自治体に対して定期的な訪問・報告を行っている．復旧期間が長期化すると派遣側自

治体の動機づけも低下するため，持続を促す必要性を強く意識しているのである．

参考資料　河村和徳（2014）：日本大震災と地方自治，ぎょうせい
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